
【佐賀県】システムの活用による要因分析基礎資料の作成
佐賀県では、RPAを用い、毎月第２週を目途に、システムから①前月末時点の職員一覧、②

前月の部局ごとの時間外一覧、③前月の日ごとの時間外一覧の３つのcsvデータを抽出。これ
を用い、時間外勤務の要因分析の基礎資料として「部局ごとの時間数・前年度からの増加率」
（資料①）、「個人ごとの時間数」（資料②）を簡便に作成。この基礎資料を用いて、前年度
より時間外数が大幅に増えている部局の要因分析や、所定の時間を超えた職員のリストアップ
を実施。

部局ごとの時間数・前年度からの増加率（資料①）

「個人ごとの時間数」（資料②）

「システムの積極的な活用による時間外勤務の要因分析の基礎資料作成」
⇒ システムの積極的活用による勤務時間の正確な把握、要因分析の基礎資料の作成の簡
素化により、早期の要因分析を可能としている。
【各所属での活用】集計結果を各部局へ共有し、所属内での業務配分の判断に活用。
【人事課内での活用】人事担当者への共有。月の時間外数が一定を超えた職員等に対す

る産業医による保健面接指導の基礎資料。
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宇治市では、年度当初に各所属で職場会議を開催し、労働基準法や時間外勤務に係る取組に
ついて職員間で共有するほか、前年度の時間外勤務の分析を行った上で今年度の対策や目標設
定等を検討。人事課は提出された「時間外勤務及び年次休暇等調書」（資料①）を確認し、必
要に応じてヒアリングを行うなどし、各部署の実態把握や今後の対応の検討を行っている。
また、一定の時間外勤務が発生した場合の対応を段階的に設定しており（フロー図） 、月

60時間を超過した職員がいる場合は、各所属の職場会議において要因分析や縮減対策を検討
している。

時間外勤務及び年次休暇等調書（資料①） 対応フロー図

「年度当初の職場会議の開催」
⇒ 職員への上限時間のあらかじめの周知に資するほか、職員の制度に関する意識向上に
つながる。

「自律部署で月60時間超過した職員がいた場合の職場会議による要因分析の実施」
⇒ 早期の要因分析により、業務の配分の見直し等で業務効率化ができる可能性がある。

【京都府宇治市】職場会議の活用による時間外勤務抑制

時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するための取組に関する事例②
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尾鷲市では、自律部署・他律部署に関わらず、所定の時間外務勤務が発生が見込まれる段
階から要因分析を実施。
① 自律部署及び他律部署で月20時間以上の時間外が発生する見込みの場合、所属長が報告
書（資料①）を作成。業務の分析に努め、副市長へ報告。その後、総務課長から所属長に早
めのマネジメントによる時間外縮減を図るよう注意喚起。

② 特例業務や他律部署で月60時間以上の時間外が発生する見込みの場合、所属長が調書
（資料②）を作成。総務課で所属に聞き取りの上、副市長、総務課長及び所属長の3者（必
要に応じて職員等も同席）で、一時的なものか恒常的なものか等により対応方針を検討。

20時間を超える場合（資料①） 60時間を超える場合（資料②）

「月20時間、月60時間の時間外勤務 が発生する見込みの段階からの要因分析」
⇒ 早期の要因分析により、業務の配分の見直し等で業務効率化ができる可能性がある。
「月60時間を超えた場合の副市長、総務部長、所属長の３者面談」
⇒ 副市長から所属長に直接、所属職員へのマネジメント指導を行うことにより、実態把

握や実効的な対応方針の検討につながる。

【三重県尾鷲市】早期の要因分析・副市長も交えた対策検討

時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するための取組に関する事例③
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山形県では、業務量の削減に向け、全事業についてゼロベースからの効果検証を実施。「事
業」については、総務部において見直すべきと判断する事業を整理した後、事業所管部局にお
いて見直し検討を行うほか、令和５年度からは整理した事業の中で９事業については第三者委
員会による外部評価を行っている。「事務」については、各部局がそれぞれ事務の見直しに係
る重点取組内容を設定し、他部局へ事例展開している。なお、令和４年度は、事務事業見直し
で「43,167時間（うち、事務改善の主な取組みで「21,865時間」）」の事務量を削減。

「事業事務の見直し・改善
による業務の削減」
⇒ 職員の作業量を削減し、
業務改善により生まれた
人的リソースを最適に配
置し直すことで、業務の
効率化につながる。

○事務事業見直しのフロー
以下の視点から事務事業の見直しを検討。①必要性の視点（社会情勢変化等による必要性

低下等）、②役割分担の視点（類似事業の他部局、他団体（民間、国、市町村等）の実施有
無）、③事業の進め方の視点（ターゲットや手段など事業の進め方の効率性等）、④支出の
適正性の視点（適正な受益者負担や県費支出の妥当性等）、⑤成果検証の視点（目標達成の
進捗、県民サービスの向上への寄与性等）、⑥時間外勤務の縮減、業務量縮減

令和４年度中の事務改善による業務の削減結果

【山形県】事務事業の見直し・改善による業務削減

時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するための取組に関する事例④
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高知県では、全庁的な業務の見直しやスクラップを行うとともに、デジタル技術を活用し
た業務の効率化を目指し、RPA、電子申請、AI-FAQ、AI-OCRを活用。庁内全体で業務の見
直しを進めるため、従前管理職等対象としていた「業務効率改善目標」について、全職員に拡
大。令和５年度からは、各所属での業務の効率化と働き方改革を組織的に推進するため、各所
属の補佐・次長級等の職員をＤＸ推進員として指名。

「組織的なデジタル化推進による業務の効率化」
⇒ 職員の目標設定に、デジタル技術を活用した業務効率化の視点を追加するとともに、
各所属のデジタル化の旗振り役としてＤＸ推進員を設置するなど、組織的な取組を実施。

高知県におけるAI-OCRの効果分析
・AI-OCRの活用により、パンチ作業が必要なくなり、年間で1,296時間の業務時間を削減。
また、パンチ作業の軽減だけでなく、データ入力ミスの減少や委託料の削減、RPAの活用に
つながったなどの報告があった。

RPA活用による業務時間の削減例

・令和元年度から４年度までに、90業務でRPAを導入。これにより令和４年度は年間で
5,208時間の業務時間を削減。以下は主なもの。
① 財務会計システムへの入力業務
予算令達業務（1390時間、97.2％減）、生活保護費支払業務（24時間、50％減）

② 照会・調査等のメール送受信や添付ファイルの取込、データ集計業務
新型コロナ検査キット申請受付（59.1時間、 82.1％減）、
特別養護老人ホーム入所申込状況調査（99.3時間、97.6％減）

青：適用前の業務時間
橙：適用後の業務時間

【高知県】組織的なデジタル化の推進による業務効率化

時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するための取組に関する事例⑤
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京都市では、ICT・デジタル技術の積極的な活用や、多くのマンパワーを要する内部管理事
務等の見直し等により、徹底した業務の効率化を推進。また、上限時間を超えて時間外勤務を
命じる場合には、事前に①特例業務を命じる職員と業務内容、②業務分担や人員配置等の事前
調整の内容、③特例業務を回避できない要因、今後必要な対策、④今後の時間外勤務の見込み
について人事部への報告を行うとともに、年間720時間を超える場合には、①～④に加えて、
⑤業務フローの点検及びＢＰＲの実施やＲＰＡの導入等の検討状況について事前に検証を行う
こととし、人事部長の事前許可を要することとしている。

「業務フロー点検やICT化検討を含めた検証の実施」
⇒ 事前の要因の整理・分析・検証に業務効率化の視点を組み込むことで、業務のデジタ
ル化の意識醸成とＢＰＲの実施につなげていく。

① AI-OCRの活用
令和4年度中、42業務でAI-OCRを導入している。主な業務として、委員の登録・帳票処

理業務（10業務）、各所属で実施しているアンケート集計業務（８業務）、健診事業に係
る問診票・健診票の集計業務（３業務）。
② RPAの活用

令和２年度から４年度までに、55業務でRPAを導入し、約6,000時間の業務時間を削減し
ている（以下、R４年度中RPAを導入した事業の中から一部抜粋）。

ICTを活用した業務効率化の例

RPA稼働時間 人作業時間

各局区等の時間外勤務実
績作成

○庶務事務システムで時間外勤務データの抽出
○時間外勤務データの集約・加工

39 5 4 89.7%

バイオ計測センタ―利用
許可書発行及び利用料調
定業務

○バイオ計測センターからExcel、またはPDFで提出された利用申請に基づき、
利用許可書を発行
○発行した利用許可書をもとに、利用料徴収のための調定の決裁を財務会計・
文書管理システムにて行う

46 10 4.5 90.2%

障害者医療費支給業務
○区役所支所で起案した調定一覧の情報を財務会計システムから取得する。
（ＥＵＣ機能がない部分を補うもの。）

32 1 0.5 98.4%

犬の注射済情報をシステ
ム台帳へ登録

○読取データをRPAにより帳票に加工転記する。 200 4 24 88.0%

継続申請書送付先一覧表
の作成

○宛名印刷に係る事業所情報一覧表を作成する。 28 0.2 0.6 97.9%

食品衛生または生活衛生
に係る検査結果のメール
報告

○検査依頼元に対し庁内メールを作成、メールタイトル・本文・宛先を設定
し、添付ファイルを振分け、保留メールに保存する。

20 0.7 2.7 86.5%

宿直手当入力業務
○教職員庶務事務システムの職員とエクセルの勤務表で一致した職員の宿直勤
務日を検索し、教職員庶務事務システムに自動で入力させる。

18 4 2 88.9%

人作業削減率業務名 作業内容（下線部がRPA化した箇所）
導入前

年間作業時間
(単位：時間)

導入後年間作業時間
(単位：時間)

【京都府京都市】業務フロー点検やICT化検討を含めた検証の実施

時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するための取組に関する事例⑥
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